
世界全体でのカーボンニュートラル実現
のための経済的手法等を取り巻く状況

経済産業省

資料１





カーボンニュートラル（CN）を巡る動向②
 気候変動対策が域外に及びうる動きとして、EUやアメリカでは、気候変動対策の不十分な国からの輸入品に

対して、国境調整措置を検討するなどの動きが見られる。

 また、各国でのCNを目指す動きの中で、企業等によるオフセットニーズの増加を想定し、民間でのボランタリーク
レジットの取引も高まりを見せ始めている。

 国境調整措置とは、炭素排出量に応じて水際で調整措置を
講じる政策手法。

 例えば、排出量の多い国からの輸入について、国境において
関税を賦課することが考えられる。

＜国境調整措置＞

（欧州）
 グリーンディールにおいて、 EU域外からの特定の品目について、

炭素価格を課すとしている。2021年6月までに制度詳細を提
案、2023年までに導入を目指すと発表。

（米国）
 バイデン大統領は、公約に組み込む。（民主党要綱に記載）

＜ボランタリークレジット＞

ボランタリークレジットの取引動向

（出典）Ecosystem Marketplace "Voluntary Carbon and the Post-
Pandemic Recovery" 2020を踏まえて日本エネルギー経研究所作成
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 ライフサイクルで見た際の追加的（限界）削減費用と、削減量ポテンシャルは異なる。「経済と環境
の好循環」実現のため、経済活動の制約とならないように、削減に向けた取組の費用対効果を踏ま
えることが必要。部門・分野ごとに、排出量削減に向けた適切な手法は異なる。なお、エネルギー政
策を進める上では、３E＋Sのバランスを取ることが重要。

 現状では追加的削減費用が高く、費用対効果が薄い取組（追加的削減費用が正の取組）につ
いては、イノベーションが必要。

世界全体でのCN実現のための基本的視座② 【国内部門別対策の効果】

＜温室効果ガス排出削減量と費用の関係 イメージ図＞

（出典）中央環境審議会地球環境部会 目標達成シナリオ小委員会 中間取りまとめ 抜粋 https://www.env.go.jp/council/06earth/r062-01/2-5.pdf
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CO2削減に向けた多様な手法

（出典）カーボンプライシングのあり方に関する検討会取りまとめ参考資料集 抜粋 https://www.env.go.jp/earth/cp_report_ref.pdf

 排出削減に向けては、規制的手法・経済的手法・自主的取組手法等が存在し、各々、メリット・デ
メリットがある。CNを実現するための手法として、市場メカニズムを活用する手法（＝カーボンプライ
シング：CP）に注目度も高まっているが、経済的手法にも、補助・税（優遇/課税）・制度等、多
様な手法が存在。

経済的手法 情報的手法 手続的手法

• 経済的インセンティブの付
与を通じた、合理的な行
動への誘導

• 環境負荷等に関する情
報開示や提供の促進

• 意思決定の過程に、環境
配慮に関する判断基準・
手続を導入

規制的手法 自主的取組手法

• 法令による統制
• 目標達成の義務付け

• 事業者等による自主的な努力目標の設
定、対策の実施
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 カーボンプライシング（CP）が成長に資するためには、企業や消費者への行動変容により、日本
（世界全体での排出量の約3%）での脱炭素化を促進するだけではなく、産業の競争力強化や、
イノベーション、投資促進につながり、世界全体での脱炭素化に寄与するものでなければならない。

 また、EUや米国バイデン政権が、カーボンリーケージ防止の名目で国境調整措置について検討を進
める中、公正な競争条件【レベル・プレイング・フィールド（LPF）】を確保する観点も必要。

 これらを全て満たす一つの手法（魔法の杖）は存在せず、脱炭素化の段階に応じたポリシーミック
スが必要。

→「炭素税か、排出量取引制度か、自主的取組か」という、従来の議論を超えた検討が必要。

成長戦略に資するカーボンプライシングの検討

＜成長に資するCPの検討の視点＞

 LPFを通じて国際競争力が確保されるか。
＝ 国際的にイコールフッティングな負担水準

 成長分野への投資が促進されるか。

 時間軸等、産業構造の転換と親和性を持つ設計とな
るか。

 社会全体での炭素コスト負担となるか。

 国富を流出させず国内還流するか。

 有望分野へ適切に再配分されるか。

 将来的なイノベーションを誘発するか。 等

 諸外国と比して、日本だけが過度な負担とならないか。
⇒ カーボンリーケージ（産業の国外流出）

 負担水準等の予見可能性がなく、投資が阻害されないか。

 産業構造の転換の阻害とならないか。

 価格転嫁が出来ず、一部セクターに負担が偏らないか。

 国富が海外流出しないか。

 CNや成長に資さない取組に再配分されないか。

 投資余力を減退させ、
イノベーションの芽を摘まないか。 等

【イメージ】
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 CPの本質は、企業や消費者の行動変容を促すこと。特に脱炭素技術の開発・導入の担い手が企業である以
上、炭素の価格付けをする市場が整備され、十分な規模が取引されることが重要ではないか。

 現に、政府によるクレジット制度（Jクレジット）、電力のクレジット（非化石証書）、民間のクレジット（海外
由来のクレジット等）等のクレジット取引市場は存在。他方、それぞれの取引量は欧州等と比較して少ないた
め、脱炭素投資への資金還流を促進し、炭素価格市場の裾野を拡大する観点から、クレジット取引の活性
化が重要ではないか。

 また、中長期的な視点では、脱炭素技術の投資を促進するため、炭素コストを見える化して、投資を促進す
る「シグナル」を発揮する機能も重要ではないか。

CPのポリシーミックスの視座② 【ビジネスの予見可能性】

 脱炭素社会への変革は、現行の経済産業・社会構造を大きく変化する必要がある。これまでの我が国経済
社会の強みや弱みを把握した上で、国民の所得や雇用をさらに増やしていく観点から、どのような手段を組み
合わせることが効果的・効率的か、検討を深めることが必要ではないか。

 グリーン成長戦略においては、世界に先駆けて脱炭素技術を創出し、国際競争力を持つ企業群を創出するこ
とにより、国内への富を生み出すことを目的としており、こうした先端企業群を生み出すための枠組みも重要。

 他方、この構造変化の中で、痛みが生じることも考えられる。CPの議論においては、富を生み出す産業創出を
狙うことに加えて、「公正な移行」を実現する観点も重要ではないか。

CPのポリシーミックスの視座③ 【脱炭素社会への産業構造の変化】
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本日ご議論いただきたいこと①

【研究会のスコープについて】 ※論点の網羅性等を確認。本格的な議論は次回以降。

 世界全体でカーボンニュートラルを目指す場合、国内における削減の取組だけではなく、EUやアメリ
カ等での国境調整措置の議論や、グローバル企業のカーボンニュートラルに向けた動き等を踏まえ
て、国際的な動向と整合的に議論を進めていく必要があるのではないか。

 「成長戦略に資するカーボンプライシング」を検討するに当たっては、炭素税や排出量取引等の議論
のみならず、民間でのクレジット取引や自主的取組の評価も踏まえて、幅広く議論していくことが必
要であるが、議論を深めるために考慮すべき前提や条件は何があるか。

 また、具体的な手法の検討に当たっては、ミクロでの企業の競争力強化に加えて、我が国経済のマ
クロでの成長や国富の還流が見込まれることが重要であるが、どのような視座で議論していくことが重
要か。
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本日ご議論いただきたいこと②

【国境調整措置】

 カーボンリーケージの防止や公平な競争条件確保の観点から、EUは具体的な制度設計を検討中
であり、米国はバイデン大統領が選挙公約に記載。こうした国際的な動向を踏まえ、日本として、ど
のような方針で対応していくべきか。

 具体的には、WTOルールとの整合性、主要排出国及び新興国への対応、製品における炭素集約
度計測手法・データの透明性の確保のための国際的ルール等の論点が考えられるが、どのような視
点が必要か。



 広い視点で、炭素税や排出量取引制度のみならず、国境調整措置やクレジット取引等も含めて、
幅広く議論を行う。

 成長に資するかどうかについて、有識者や経済界からのヒアリング等を通じた、ファクトベースでの議
論を行う。

今後の進め方（案）

＜今後のスケジュール＞

２/17 第1回 世界全体でのCN実現のための経済的手法を取り巻く状況、国境調整措置①

3月上旬（調整中） 第2回 国境調整措置②、成長に資するCP①

3/4月 第3回 成長に資するＣＰ②

４月 第4回 成長に資するＣＰ③

5月 第5回 中間整理に向けた議論

夏頃 中間整理（予定）

年内 一定の方向性の取りまとめ（予定）

14



参考
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CO2削減に向けた多様な手法の例

経済的手法 自主的取組手法

メリット
• 外部費用の内部化を通じた社会的費用の低減
• 削減・技術開発に対する継続的なインセンティブの付与
• 規制が困難な主体に対する働きかけが可能

• 事業者自身による選択的・費用効率的な対応が可能
• 実施者が自ら取組を決定するため、導入が容易

デメリット
• 各主体の行動予測が困難
• その他、手段ごとに固有のデメリットが存在

• 強制力・拘束力が弱く、履行が担保されない
• 取組に参加しない主体も利益を享受可能

例 炭素税、排出量取引、クレジット取引 自主行動計画

概要

• （炭素税）化石燃料毎の単位使用量あたりのCO2排
出量に応じて、税を賦課

• （排出量取引）一定の期間におけるCO2排出量の限
度を定めるとともに、他の排出者との取引を認める

• 業界団体が自主的に設定した目標の達成に向けて、各
自が対策を実施（1997年度～2012年度）

• 2013年度より低炭素社会実行計画（後述）に移行

特徴

• （炭素税）価格が一定であるため、ビジネスの予見可能
性が高いが、排出削減量は直接コントロールできない

• （排出量取引）理論上、排出削減量をコントロール可
能だが、排出権価格が変動し、ビジネスの予見可能性が
低い

• 業界団体の組織率が高いため、同業他社との競争関
係への懸念なく、対策が促進された



 日本では全ての化石燃料に何らかのエネルギー税制が導入されており、総税収は約4.3兆円 (2018年度実績

)にのぼる。CO2排出に対しては、地球温暖化対策のための税（温対税）として上流で賦課している。

※最上流課税である石油石炭税（温対税を含む）の税収は約7,010億円(同) 。
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※ 出典：財務省「平成30年度一般会計歳入歳出決算」「租税及び印紙収入、収入額一覧」、総務省「国税・地方税の税収内訳(平成30年度決算額)」より。

税率 2018年度実績

石油石炭税
（温対税を含む）

原油・石油製品：2,800円/kl（うち温対税分：760円/kl）
天然ガス（LNG）・LPG：1,860円/ｔ（うち温対税分：780円/ｔ）
石炭：1,370円/ｔ（うち温対税分：670円/ｔ）

約7010億円

揮発油税・地方揮発油税
（ガソリン税）

揮発油税：48,600円/kl
地方揮発油税：5,200円/kl

約2兆6000億円

石油ガス税 9,800円/kl 約150億円

航空機燃料税 18,000円/kl 約680億円

軽油引取税 32,100円/kl 約9580億円

合計 約4兆3420億円

我が国の化石燃料関連諸税の全体像



















 政府によるカーボンプライシングとは別に、民間企業による自主的な取組も存在（インターナル・カーボ
ンプライシング）。事業者の任意でCO2排出に価格付けを行う。

 2019年１月時点で、導入企業は、世界で668社、うち日本企業は87社で世界第2位（１位は
米国、３位は英国※）

 TCFDで導入を推奨されているため、企業数は増加傾向。２年以内に導入予定と答えた日本企業は
82社。※CDP（国際NGO）調べ

＜インターナル・カーボンプライシングの種類、導入例＞ ※CDPウェブサイトから作成

ゴム製品、化学、ガラス・土石製品、
金属製品、鉱業

機械、電気機器、精密機械 電力・ガス

 デンカは、新規設備投資による
CO2排出量をもとに、価格
（2000円/t-CO2※）を設定
設備投資時の参考データとして
活用。
※EUの排出量取引制度の取

引価格から設定

 日立製作所は、CO2排出量に仮想
的な価格（1万円/t-CO2※）を設
定し、低炭素投資効果にCO2削減
金額を上乗せ。投資判断における低
炭素投資の優先順位を引き上げてい
る。
※EUの排出量取引とIEAの将来の炭素価格
見込み等を考慮して、設定

東京電力は、電力入札価格の評価
のために活用。（CO2排出原単位が
入札ガイドライン基準より高い電源に
ついては、1992円/t-CO2※を上乗
せして評価）
※IEA WEO（2013年版）の2020年にお

ける炭素価格（15＄/t-CO2）を円換算し
て設定

 インターナルカーボンプライシングには、①排出権価格等の外部価格を活用してCO2排出のコストを仮定（見える
化）する手法や、②自社内の各部門にCO2排出量に応じた金額を課金し、社内でプールする手法（例：マイクロ
ソフトが低炭素プロジェクト向けに社内ファンドを組成）がある。
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インターナル（企業内）・カーボンプライシング導入企業



ゴム製品、化学、
ガラス・土石製品、
金属製品、鉱業
（18社）

• ブリヂストン、住友化学、昭和電工、デンカ、
富士フィルム、三井化学、ＪＳＲ、宇部興
産、旭化成、日立化成、国際帝石、花王、
東レ、東ソー、ＴＯＴＯ、ＬＩＸＩＬ、東
京製鐵、フジクラ

機械、電気機器
精密機械（24社）

• ジェイテクト、小松製作所、日立製作所、
日立建機、三菱電機、東芝、東京エレク、
日本電気、日本精工、オムロン、セイコーエ
プソン、コニカミノルタ、クボタ、京セラ、富士
通、ナブテスコ、ディスコ、豊田自動織機、リ
コー、ブラザー、ソニー、キヤノン、日東電工、
ダイキン

輸送用機器（3
社）

• 日産自動車、豊田合成、ヤマハ発動機

その他製品（10
社）

• ヤマハ、凸版印刷、大日本印刷、コクヨ、リ
ンテック、JT、サッポロHD、キューピー、キッ
コーマン、味の素

電力・ガス（8社）
• 電源開発、東京電ＨＤ、東

北電、関西電、中部電、中国
電、大阪ガス、東京ガス

陸運、海運、航空（3社）
• 東日本旅客鉄道、川崎汽船、

日本航空

医薬品（4社）
• アステラス製薬、武田薬品、第

一三共、小野薬品

銀行、証券、保険（4社）
• 三井住友THD、MUFG、東京

海上HD、野村HD

建設（8社）

• 大東建託、前田建設工業、
清水建設、戸田建設、大成
建設、大和ハウス、積水ハウス、
積水化学

小売、情報・通信、サービス、
その他（5社）

• 野村総研、セコム、三菱商事、
丸井G、双日

※CDP（国際NGO）調べ
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インターナル（企業内）・カーボンプライシング導入国内企業内訳



国際的なクレジット制度について

●政府間合意に基づき実施するプロジェクトによるCO2削減量を算定し、クレジットとして移転することで、一方の国の排出削減量に
加算できる。

●代表例であるJCM（次頁に詳細）も、二国間合意及びパリ協定の趣旨に沿った独自ルールのもと実施しており、日本が他国から
取得したクレジットは日本の排出削減量に加算している。

③民間認証クレジット

●政府間の合意を経ず、民間認証機関が企業のCO2排出削減活動に対して発行するクレジットであり、民間の市場で迅速に取引
されている。ただし、現状、国の排出削減量には加算されていない。

●現在、世界で最も市場に流通している民間認証クレジットはVCS（Verified Carbon Standard） 。
例えば、東京ガスが「カーボンニュートラルLNG」の販売に活用している。

その他国際的な動向

●国際民間航空機関（ICAO）は、2021年以降、排出量削減規制を導入予定であり、その達成手段にクレジットを採用。今後、
航空分野でもクレジットの活用が見込まれる。

●COP26のファイナンス・アドバイザーを務めるマーク・カーニー氏（前英国中央銀行総裁）が、民間認証クレジットの活用を促進
するための金融機関を中心とする民間タスクフォースを立ち上げ、需要の高まる民間クレジット市場の基盤作りを目指す。

●京都議定書のCDM（Clean Development Mechanism）は、国連の管理の下、先進国が途上国に投資する形でCO2
排出削減プロジェクトを共同で実施し、途上国で達成されたCO２削減量をクレジットとして先進国に移転することで、先進国が
自国の排出削減量に加算できる。

②政府認証クレジット

①国連管理クレジット

※クレジットとは、CO2削減効果を定量的に示し、排出権として取引できる形態にしたもの
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●二国間クレジット制度（JCM：Joint Crediting Mechanism）は、我が国の優れた低炭素 技術の普及等

を通じて、地球規模で温室効果ガス（CO2）の削減に貢献するもの

●途上国（パートナー国）において、我が国企業が現地企業等と協力してプロジェクトを実施し、我が国の貢献を定

量的に評価するとともに、CO2の削減分を我が国の目標達成に活用

●パートナー国は全17か国（モンゴル、バングラデシュ、エチオピア、ケニア、モルディブ、ベトナム、ラオス、 インドネシア、
コスタリカ、パラオ、カンボジア、メキシコ、サウジアラビア、チリ、ミャンマー、タイ、フィリピン）

●クレジット取得の観点から、アジアを中心にCCUSといった大規模な排出削減量が見込まれるプロジェクトへの活用
についても実証前調査を実施しているところ。

JCMの実施スキーム 経済産業省が実施するJCM実証事業
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二国間クレジット制度（JCM）



航空業界におけるカーボン・オフセットスキーム（CORSIA）について

（出典）ICAOホームページ、国土交通省資料等

パイロットフェーズ 第1フェーズ 第2フェーズ

2021～2023年 2024～2026年 2027～2029年 2030～2035年

参加対象国 ICAO加盟国は自発的に参加 免除対象国等を除き、全てのICAO加盟国※1に参加を義務付け

オフセット義務量※2

（計算方法はP8）

セクター全体で増加した排出量について、
各航空会社の排出量に応じて案分して負担

（※成長率の高い途上国への配慮）

セクター全体で増加した排出量について、
各航空会社の削減努力を段階的に反映して負担

（※排出量の多い航空会社への負担がより増える仕組み）

背景

 ICAOは2020年以降に温室効果ガスの総排出量を増加させ
ない目標を採択しており、そのための市場メカニズムとして、
2016年にCORSIAを採択。

 2021年より導入を開始する予定。オフセット義務量は3年毎
に計算され、2021～2023年分のオフセットは2025年7月末
までに行う必要あり。

 国際間を航行する航空会社で、そのルートの出発国と帰着
国が双方ともにCORSIA参加国※である場合に、オフセッ
ト義務の対象となる。※現在、日本を含む88ヶ国が参加を表明。

国際線を運行する航空会社に対し、算出されたオフセット
義務量(下表)について、航空以外の事業からCO2クレ
ジットを購入すること等を義務づけ。

購入に使用できるクレジットを「CORSIA適格排出ユニッ
ト」として規定（方法論や透明性、追加性等19の要件あり）。

 2020年8月、2021～2023年に使用できるスキームとして、
CDMやVerified Carbon Standardなど6つが公表さ
れた。

対象ルート

オフセット義務の履行

※1 後発開発途上国／小島嶼開発途上国／内陸開発途上国や人道支援、医療、消火活動目的の航行等を除き、2018年時点での有
償トン・キロが全世界の0.5%以上であるか、CORSIA参加国を有償トン・キロの大きい順に並べ、累積シェアが90%に達するまでの国

※2 規定に沿った代替燃料（CORSIA適格燃料）を使用した場合、オフセット義務分から控除することが認められている

※Carbon Offsetting and Reduction Scheme for International Aviation
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参加対象国とオフセット義務量





民間クレジットの種類別比較

クレジット認証・機関名 特徴

Verified Carbon 
Standard (VCS)

WBCSD(World Business Council For Sustainable Development)やIETA(International Emissions Trading 
Association)などの民間企業が参加している団体が、2005年に設立した認証基準。
森林や土地利用に関連するプロジェクト（REDD+を含む）や湿地保全による排出削減プロジェクトなど多様なプロジェクトが実
施されている。
付随的な便益を備えたプロジェクトについてはClimate Community & Biodiversity(CCB)として認証する取組みを開始し、
市場での人気も高い 。
カリフォルニア州の排出量取引制度、国際民間航空部門における温暖化対策、CORSIA(Carbon Offsetting and 
Reduction Scheme for International Aviation)での利用が認められている。
2018年年間取引量の66％を占めている。

Gold Standard
（GS）

2003年にWWF(World Wide Fund for Nature)等の国際的な環境NGOが設立した認証機関。
自らVERを発行するだけではなく、CDMプロジェクトの中でも、地元共同体への貢献などの付随的な便益を有すると見なされたプロ
ジェクトについては、GSが認証する取組みを行なってきた。GSの認証したCDMプロジェクトから1900万tCO2eのCERが発行され
ている。
GSもVCSと同様にCORSIAでの利用が認められており、今後、規制への遵守のための需要増も見込まれている。
2018年年間取引量の20％を占めている。

American Carbon 
Registry（ACR）

NPO法人であるWinrock Internationalが1996年に設立した世界初の民間ボランタリーオフセットプログラム。
米国が拠点であり、CORSIAやカリフォルニア州の排出取引量制度での利用が認められている。
2018年年間取引量の1.6%を占める。

Climate Action 
Reserve (CAR)

2001年に創設されたCalifornia Climate Action Registryを起源に持つ。REDD＋の標準の開発に携わった。CORSIAやカ
リフォルニア州の排出取引量制度での利用が認められている。
2018年年間取引量の3.2%を占める。
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産業部門（54業種）

ビール酒造組合 日本たばこ産業株式会社 日本製薬団体連合会・日本製
薬工業協会

日本スターチ・糖化工業会 日本乳業協会 全国清涼飲料工業会

日本パン工業会 日本缶詰びん詰レトルト食品協会 日本ビート糖業協会 日本植物油協会 全日本菓子協会 精糖工業会

日本冷凍食品協会 日本ハム・ソーセージ工業共同組
合

製粉協会 全日本コーヒー協会 日本醤油協会 日本即席食品工業協会

日本ハンバーグ・ハンバーガー
協会

全国マヨネーズ・ドレッシング類協会 日本精米工業会 日本鉄鋼連盟 日本化学工業協会 日本製紙連合会

セメント協会 電機・電子温暖化対策連絡会 日本自動車部品工業会 日本自動車工業会・日本自動車車
体工業会

日本鉱業協会 石灰製造工業会

日本ゴム工業会 日本染色協会 日本アルミニウム協会 板硝子協会 日本印刷産業連合会 日本ガラスびん協会

日本電線工業会 日本ベアリング工業会 日本産業機械工業会 日本伸銅協会 日本建設機械工業会 石灰石工業協会

日本工作機械工業会 日本レストルーム工業会 石油鉱業連盟 プレハブ建築協会 日本産業車両協会 日本造船工業会・日本中小型造
船工業会

日本舶用工業会 日本マリン事業協会 日本鉄道車輌工業会 日本建設業連合会 住宅生産団体連合会 炭素協会

業務部門（41業種）

全国銀行協会 生命保険協会 日本損害保険協会 全国信用金庫協会 全国信用組合中央協会 日本証券業協会

電気通信事業者協会 テレコムサービス協会 日本民間放送連盟 日本放送協会 日本ケーブルテレビ連盟 衛星放送協会

日本インターネットプロバイダー
協会

全私学連合 日本医師会・4病院団体協議会 日本生活協同組合連合会 日本加工食品卸協会 日本フードサービス協会

日本チェーンストア協会 日本フランチャイズチェーン協会 日本ショッピングセンター協会 日本百貨店協会 日本チェーンドラッグストア協会 大手家電流通協会

日本DIY協会 情報サービス産業協会 日本貿易会 日本LPガス協会 リース事業協会 日本倉庫協会

日本冷蔵倉庫協会 日本ホテル協会 日本旅館協会
※自主行動計画のみ

日本自動車整備振興会連合会 不動産協会 日本ビルヂング協会連合会

全国産業廃棄物連合会 日本新聞協会 全国ペット協会 全日本遊技事業協同組合連合会 全日本アミューズメント施設営業者協会
連合会

運輸部門（17業種）

日本船主協会 全日本トラック協会 定期航空協会 日本内航海運組合総連合会 日本旅客船協会 日本バス協会

全国ハイヤー・タクシー連合会 日本民営鉄道協会 JR東日本 JR西日本 JR東海 日本港運協会

JR貨物 JR九州 JR北海道 全国通運連盟 JR四国

エネルギー転換部門（3業種）

電気事業低炭素社会協議会 石油連盟 日本ガス協会
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低炭素社会実行計画 参加115業種



所属ＷＧ

資源・エネルギーＷＧ

（７業種）

鉄鋼ＷＧ

（１業種）

化学・非鉄ＷＧ

（７業種）

製紙・板硝子・セメ
ント等ＷＧ

（８業種）

電子・電機・産業機
械等ＷＧ

（５業種）

流通・サービス
ＷＧ

（１０業種）

自動車・自動車部
品・自動車車体ＷＧ

（３業
種）

窓口担当課
資源・燃料部政策課

電力・ガス事業部政策課
金属課 素材産業課 素材産業課

産業機械課
情報産業課

消費・流通政策課 自動車課

業種 電気事業低炭素社会
協議会

日本鉄鋼連盟 日本化学工業協
会

日本製紙連合会 電機・電子温暖
化対策連絡会

日本チェーンス
トア協会

日本自動車部品
工業会

石油連盟 石灰製造工業会 セメント協会 日本ベアリング
工業会

日本フランチャ
イズチェーン協
会

日本自動車工業
会・日本自動車
車体工業会

日本ガス協会 日本ゴム工業会 日本印刷産業連
合会

日本産業機械工
業会

日本ショッピン
グセンター協会

日本産業車両協
会

日本鉱業協会 日本アルミニウ
ム協会

日本染色協会 日本建設機械工
業会

日本百貨店協会

石灰石鉱業協会 日本電線工業会 板硝子協会 日本工作機械工
業会

大手家電流通協
会

石油鉱業連盟 炭素協会 日本ガラスびん
協会

情報サービス産
業協会

日本LPガス協会 日本伸銅協会 日本レストルー
ム工業会

日本チェーンド
ラッグストア協
会

プレハブ建築協会 日本ＤＩＹ協会

日本貿易会

リース事業協会
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経済産業省関係の低炭素社会実行計画参加41業種



目標指標 基準年度 2030年の目標水準

日本鉄鋼連盟 CO2排出量 BAU ▲900万t-CO2

日本化学工業協会 CO2排出量
BAU
2013

▲650万t-CO2
▲679万t-CO2

日本製紙連合会 CO2排出量 BAU ▲466万t-CO2

セメント協会 エネルギー原単位 2010 ▲125MJ/ｔ-cem

電機・電子温暖化対策連絡会 エネルギー原単位 2012 ▲16.55％以上※

日本自動車工業会・
日本自動車車体工業会

CO2排出量 1990 ▲38％

電気事業低炭素社会協議会
CO2原単位
CO2排出量

－
BAU

0.37kg-CO2/kWh程度
▲1,100万t-CO2

石油連盟 エネルギー消費量 BAU ▲100万kl

日本ガス協会 CO2原単位 1990 ▲88％

※2030年に向けて、エネルギー原単位改善率年平均1％
2019年度フォローアップで目標の見直しを実施し、
2012年比▲33.33％と変更

2020年3月末時点で、2030年の削減目標を策定している業界は114業種。
表の2030年目標水準は2020年3月末時点。
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主要排出業種の2030年削減目標の策定例


